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令和３年度第１回金沢市行政改革推進委員会 会議概要 

 
１ 日時  令和３年６月３日（木）午前 10 時 00 分～午前 11 時 36 分 

 

２ 場所  金沢市役所第二本庁舎 2301 会議室（リモート会議方式） 

 

３ 出席者（委員及び本部員等） 

委員 

(10名) 

 

岡田 浩(委員長) 

古  一之 

本谷 悦子 

青海 万里子 

須﨑 秀人 

川端 知哉 

池田 壽男 

野路 治子 

嶋谷 潤一郎 

山田 純子（敬称略） 

 

本部員等 

(10名) 

（行政改革推進本部員） 

副市長         

都市政策局長 

総務局長 

市民局長 

環境局長 

都市整備局長 

危機管理監 

市立病院事務局長 

教育次長（教育長代理） 

相川 一郎 

鳥倉 俊雄 

松田 滋人 

松田 俊司 

吉田 康敏 

坪田 英孝 

上野 浩一 

荒舘 誠 

加藤 弘行 

（行政改革推進本部幹事） 

デジタル行政戦略課長 佐野 宏昭 

 

４ 議題 

(1) 金沢市行政改革実施計画の取組状況等について 

(2) 令和元年度市民行政評価結果の予算への反映状況について 

(3) 指定管理施設の管理運営状況の評価方法の見直しについて 

(4) 令和３年度市民行政評価について 

(5) 金沢市におけるデジタル化の取組について 
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(1) 金沢市行政改革実施計画の取組状況等について 

No 委員の意見要旨  回答要旨  
1 

 

〔実施計画の目標〕に関して 

協働に関する重点目標におい

て、目標に対する実績が全て未

達成となっており、新型コロナ

ウイルス感染症の影響が顕著に

現れてきている。この他にも感

染症の影響によって目標が未達

成だったものがいくつも見受け

られる。  
このような特殊事情は計画策

定時にはなかったものであり、

まだ計画期間がもう１年あるこ

とも踏まえると、当初の目標設

定を見直すことも必要ではない

か。 

 

（デジタル行政戦略課長） 

今般の新型コロナウイルス感染症は、予知で

きない特殊事情でもあることから、その影響を

強く受けた項目について、通常の評価を行うこ

とは、ふさわしくないと考えている。 

そのため、今回の委員会の資料では、こうし

た影響を強く受けた項目について、【コロナ】と

記載し、報告させていただいたところある。 

ご指摘のとおり、計画年度がもう１年あるこ

とを踏まえれば、既に達成が困難となった目標

については、見直す必要があると考えており、

その結果については、次回の委員会で報告させ

ていただきたい。 

2 

 

〔ＳＮＳの活用〕に関して 

ＳＮＳにより情報を発信する

からには多くの人に見て貰うこ

とに意味があると思うが、フォ

ロワー数の目標はあるか。 

併せて、金沢市公式インスタ

グラムの公式アカウントはある

か。 

 

（都市政策局長） 

現在、フォロワー数に具体的な数値目標は設

けていないものの、市民が求める情報を迅速か

つ的確に発信していくことが、利用者数の増加

につながるものと考えている。特に、昨年４月

にＬＩＮＥによる情報発信を開始したところ、

今年５月現在で登録者数が約44,400人に拡大し

たところである。 

また、本市の公式インスタグラムはないが、

金沢の魅力を発信するため、昨年度「市民リポ

ーター事業」により発足したフォトプロジェク

ト「金沢写真部」において、公式アカウントを

３月より開設している。 

今後とも、ＳＮＳの各々の特性を活用した効

果的な情報発信に努めていきたい。  

3 

 

〔職員数〕に関して 

デジタル化の推進により色々

な作業が自動化され、職員数を

減らすのが通常の流れかと思う

が 、 令 和 ２ 年 度 は 増 員 し て い

る。職員数についての現在の考

 

（総務局長） 

本市では、行政改革大綱のもと、簡素で効率

的な行政を推進してきており、職員定数につい

ては、中期人事計画に基づき、維持を基本とし

ている。なお、本市の職員数は、他都市と比較
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No 委員の意見要旨  回答要旨  
えをお尋ねする。 してもかなり少ない。 

ご指摘のとおり、デジタル化の推進等による

業務の効率化、合理化や民間活力の導入等を図

ることにより、定数を減らすことが可能となる

が、その一方で、少子高齢化等による行政需要

の増加に対応するため、福祉や保健部門等にお

いて、生活保護のケースワーカーや児童福祉

司、保健師等の職員配置を拡充する必要がある

と考えている。 

これらのことを踏まえながら、引き続き適正

な定員管理に努めていきたい。 

4 

 

〔財政に関する重点目標〕に関

して 

昨年度から新型コロナウイル

ス感染症への対策として、かな

りの財政出動をしてきたように

感じている。経済対策や生活困

窮者対策として必要不可欠なも

のであると思うが、金沢市の財

政を圧迫するような要因になら

な い か 危 惧 し て い る 。 も ち ろ

ん、国からの補助金や新型コロ

ナウイルス感染症の影響で実施

できなかった事業等もあり、あ

る程度は調整できるのかとも思

うが、令和２年度の財政状況が

悪 化 し て い な い か と い う こ と

と 、 も し 悪 化 し て い る と し た

ら、どの程度のものなのかを教

えていただきたい。 

 

 

（総務局長） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による

影響が市民生活の広範囲に及んでいたことか

ら、国や県と一体となった緊急対策を講じるべ

く、昨年度は２回、今年度も既に２回にわた

り、臨時議会を開催し、感染症拡大防止対策を

はじめ、市民生活や地域経済への緊急対策を実

施してきたところである。 

これらの施策を実施するに際し、国交付金等

を積極的に活用するとともに、イベント等の中

止等に伴う事業費や地方債の繰上償還費を減額

するなど財源の確保に努めてきており、併せ

て、緊急かつ臨時的な措置として、財政調整基

金を取り崩したところである。 

そうした中においても、中期財政計画の実践

により、今のところ、財政の健全性は保たれて

いると考えている。 

引き続き、国の動向や社会経済情勢を十分注

視しながら、中期財政計画のローリングや行政

改革大綱の実践等を通じて、中長期を見据えた

健全な財政運営に努めていきたい。 

5 

 

〔市立病院の再整備〕に関して 

市立病院の再整備に向けた近

隣病院との連携等の調査検討を

行うとあるが、令和元年度のあ

 

（市立病院事務局長） 

石川県が平成28年に策定した「地域医療構

想」においては、石川中央医療圏では急性期病
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No 委員の意見要旨  回答要旨  
り方検討会では、近隣病院との

情 報 の 共 有 化 や 研 修 の 共 同 実

施、資機材や薬品等の共同購入

等で連携していくとの方向性に

なったと記憶している。この新

規に取り組む、近隣病院との連

携等の調査検討とは、どのよう

なことを想定しているのかお尋

ねする。 

床が過剰であるとされている。令和元年度の

「あり方検討会」提言は、この地域医療構想も

踏まえて、委員のご指摘のとおり、近隣病院と

の情報の共有化や研修を共同で実施すること等

により、医療資源の効率化を進めていくという

方向性を示したものである。一方、この提言書

が提出された後、令和２年２月頃から、新型コ

ロナウイルス感染症が拡大し、市立病院は、感

染症指定医療機関として感染患者の治療にあた

っている。 

今年度の市立病院の再整備に向けた近隣病院

との連携等の調査は、新型コロナウイルス感染

症が拡大する状況の中で、感染症に対応する公

立病院等の機能が改めて評価され、地域医療構

想の見直しが進められていることを受け、「見直

し後の地域医療構想を踏まえた近隣医療機関と

の連携のあり方」や「Ｗｉｔｈコロナ時代にあ

って市立病院に求められる機能」を、具体的に

調査・検討を行い、次期市立病院のコンセプト

を構築することを目的としている。 

6 

 

〔コロナ禍における地域コミュ

ニティ〕に関して 

もともと少子高齢化の進展や

価値観の多様性等で、地域コミ

ュニティを形成することが難し

くなってきているところに、さ

らにコロナ禍で困難な状況とな

っている。このように、せっか

く形成されつつある地域コミュ

ニティやボランティアが消滅し

てしまう恐れがある中、コロナ

禍における地域コミュニティに

対する市の考え方を伺う。 

 

 

（市民局長） 

委員のご指摘のとおり、昨年度の行政改革実

施計画の実施状況では、特に地域コミュニティ

に関する取組において、新型コロナウイルス感

染症の影響を受けたことにより、目標が未達成

となっている。 

このような中、本市としては、町会をはじめ

地域団体が安全・安心かつ円滑に活動できるよ

う、地域コミュニティ活性化基金を活用し、コ

ミュニティ活動に対する補助制度の新設や、補

助率の引き上げを行うなど、町会等が行う感染

症防止対策や地域活動のＩＣＴ化等を支援して

いるところである。 

引き続き、新型コロナウイルス感染症の感染

状況や社会情勢等を注視しつつ、地域団体の代

表者や有識者等で構成する地域コミュニティ活
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No 委員の意見要旨  回答要旨  
性化推進審議会の中で、コロナ禍における地域

コミュニティの課題等を整理するとともに、必

要な支援策等を検討していきたい。 

7 〔職員の年齢構成及び会計年度

任用職員の人数〕に関して 

職員数が極めて少ない状況と

あるが、職員の年齢構成につい

てはバランスが重要と考える。

職員の年齢構成をご教示頂きた

い。また、会計年度任用職員が

正規職員の数を少なくするため

の調整弁となってはいけないと

思うが、何人いるかをご教示い

ただきたい。 

 

 

（総務局長） 

本市職員の年齢構成については、20歳～50歳

代まで全ての年代が20％台であり、その中では

40歳代の割合が若干大きい。 

また、会計年度任用職員の人数については、

令和３年４月１日現在で1,503人である。今年度

は教員の補助業務を行う学校サポーターの関係

で少し増えているが、決して正規職員を減らす

ためではなく、あくまで補助的な仕事を担って

いただくことを目的しているものであり、引き

続き気をつけていきたい。  

8 〔町会加入の促進〕に関して 

転入者の内、学生等を除く世

帯数が判ればご教示頂きたい。

また、不動産業者に町会加入案

内のチラシ等の配布はしている

か。 

 

（市民局長） 

転入者については、その転入手続きの中で職

業等を区分するデータがないことから、ご質問

の学生等を除く世帯数については不明である。 

また、平成30年度より、集合住宅世帯への町

会加入促進策として、不動産会社を通じて、転

入居世帯に町会加入案内のリーフレットやチラ

シ等を配布しているところである。 

9 〔消費者被害に係る情報共有〕

に関して 

高齢者の消費者被害が後を絶

たないが、福祉政策課が所管す

る地域安心生活支え合い事業や

地域福祉支援コーディネーター

の会議等で消費者被害の実態等

の情報共有はなされているか。 

 

 

（市民局長） 

高齢者の消費者被害等に関する相談業務や啓

発活動などは、近江町消費生活センターを中心

に、県消費生活センターや県警等の関係機関と

も連携して取り組んでいるところであるが、委

員ご質問の地域安心生活支え合い事業や地域福

祉支援コーディネーターの会議から、情報提供

を求められたことは今のところ無い。 

高齢者の消費者被害についての情報を関係者

と共有することは大切であると考えており、個
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No 委員の意見要旨  回答要旨  
人情報は慎重に取り扱いつつ、情報共有に努め

てまいりたい。公開できる情報はオープンにし

て、活用してもらうことを考えている。 

10 〔地域コミュニティ活性化事

業〕に関して 

地域コミュニティ活性化事業

とは。具体的内容や、取り組む

町会が少ない理由を伺う。 

 

 

（市民局長） 

地域コミュニティ活性化事業は、平成30年度

より実施している事業であり、具体的には、校

下（地区）町会連合会が、地域コミュニティの

将来像や目標等を記載したプランを策定する

「コミュニティ活性化プラン策定事業」、策定し

たプランに基づき取組を実施する「プラン実現

事業」、町会等が住民の交流促進など地域コミュ

ニティの活性化を図る取組を実施する「コミュ

ニティ活動事業」のほか、今年度より新設し

た、複数の町会や地域団体等が連携して取組を

実施する「地域団体連携事業」を対象事業とし

ており、各々の事業について、市が補助対象経

費の４分の３を助成する内容となっている。 

 昨年度はコロナ禍で地域コミュニティ活性化

事業に取り組む町会等の数は目標を下回り、今

年度も引き続き影響を受けているが、一次募集

では14件の応募があった。予算にもまだ余裕が

あるため、二次募集をしていきたいと考えてい

る。 

11 〔防災情報システム〕に関して 

 防災情報システムの構築と

は。加えて、自主防災会組織や

地元にいるコミュニティ防災士

との連絡システムについてお尋

ねする。 

また、私はコミュニティ防災

士だが、コミュニティ防災士同

士の繋がりが弱いと感じてい

る。 

 

（危機管理監） 

令和２年５月、市役所第二本庁舎の供用開始

に合わせて、防災情報システムを備えた危機管

理センターを開設した。これにより、これま

で、様々なシステムや機関から個別に集めてい

た情報を一元化できるようになり、また、その

情報伝達に関し、複数の伝達手段へ同時に一括

配信できるようになった。この防災情報システ

ムは、要望などを時系列で登録し、その対応状

況を管理・表示するクロノロジー、必要な防災

行動やその実施主体を時系列で表示するタイム

ライン、また、クロノロジーと連動し正確な位
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No 委員の意見要旨  回答要旨  
置を把握できる地図情報システムを備えている

ことから、各種情報が容易に集約できるように

なった。 

近年、激甚化した災害が全国各地で頻発して

いる中、幸い本市では大きな災害は起きていな

いが、導入した防災情報システムの機能を活か

し、防災・減災のための情報発信を迅速かつ的

確に行い、住民の皆さんの安全・安心の確保に

努めるとともに、万一災害が発生した場合は、

できる限り早く支援活動を開始できる体制を維

持していきたいと考える。 

コミュニティ防災士に関してだが、今年３月

に、防災士のスキルアップや情報共有の推進を

図るための組織である「かなざわコミュニティ

防災士ネットワーク」を立ち上げた。この組織

の活動により得られた知識や技術等を、各地域

の自主防災組織等で活かしていただきたいと考

える。 

自主防災組織との連絡等については、町連組

織や公民館のご協力をいただきながら、電子メ

ールや電話により行うことが多い状況だが、各

地域からのご意見等を賜りながら、よりよい連

絡体制となるよう努めてまいりたいと考える。 

委員からはコミュニティ防災士同士の繋がり

や地元のコミュニティ防災士への情報提供につ

いてのご意見を頂戴したので、コミュニティ防

災士に対して、今後様々な情報提供をして参り

たい。 

12 〔空き家等の活用・流通促進体

制の構築〕に関して  

空き家については、所有者が

分からない、所有者とトラブル

になってしまうなどの問題があ

り、悩ましいと考えている。官

民一体の体制構築について、概

要をお尋ねする。 

 

 

（都市整備局長） 

近年、空き家に関する相談内容が管理に関す

るものから、利活用に関するものへと変化して

いることから、相談窓口の一元化により相談者

が迷わずに相談できること、また、市が所有す

る情報を提供し、円滑な活用・流通の促進を図

ることを目的に、昨年10月に空き家問題に精通

する11の民間団体と連携した「金沢市空き家等
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No 委員の意見要旨  回答要旨  
の活用・流通促進体制（金沢空き家再生ひきう

け隊）」を発足した。 

この体制の概要だが、本市が相談を受けた際

に、相談者から情報共有の同意を取得し、相談

内容に応じた専門団体に情報を提供する。専門

団体は、担当する事業者を決めた後、相談者の

意向を確認しながら、費用負担等も含めた利活

用の提案を行う。最終的には、売買や賃貸等に

より新しいユーザーが決まり、空き家が利活用

されることをめざしている。これまで、８件の

相談対応を行い、そのうち１件が新しいユーザ

ーが決まり解決に結びついている。 

引き続き、相談体制の周知を図りながら、本

市が持つ空き家・空き地の活用に関する既存支

援制度の活用の促進等を通じて、空き家の活

用・流通の促進に取り組んでいく。 

13 〔学校規模適正化の推進〕に関

して  

 数年前に第二大徳小学校が必

要になるという話があったが、 

現在の状況は。 

 

 

（教育次長） 

平成28年度策定の「新たな学校規模適正化に

向けた方針」では、大徳地区の大徳小学校と木

曳野小学校は、児童数の増加が見込まれるた

め、大徳地区に小学校を新設し、通学区域を見

直すことで、学校規模適正化を推進することと

していたが、平成30年度に施設整備の基本とな

る児童数の見込みについて、改めて詳細な将来

推計を行ったところ、大徳小学校は、令和９年

度以降、児童数が減少傾向となり、適正規模で

推移する見通しとなったことから、小学校の新

設を見直し、暫定校舎（暫定教室）を設置する

ことで、一時的な教室不足に対応することとし

た。 

14 〔組織機構の再編〕に関して  

令和２年度にどのような組織

機構の再編が行われたのか、行

革を考える上で必要な情報かと

思うので、ご教示頂きたい。 

 

（デジタル行政戦略課長） 

令和２年度の組織機構再編の主な内容として

は、｢デジタル社会への対応促進｣として、デジ

タル技術を積極的に導入し、職員の働き方改革

を推進するため、行政経営課と情報政策課を統
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No 委員の意見要旨  回答要旨  
合し、総務局にデジタル行政戦略課を新設した

ほか、｢子育て世代への支援拡充と福祉・健康・

医療の政策強化｣として、こども未来部をこども

未来局に格上げするとともに、福祉、健康、医

療施策を一体的に推進するため、福祉局と保健

局を福祉健康局に改編した。また、｢新型コロナ

ウイルス感染症への体制強化｣としてワクチン接

種実施本部を設置し、鋭意取り組んでいるとこ

ろである。さらに、｢効率的な組織づくり｣とし

て、迅速な意思決定と柔軟な組織体制を構築す

るため、「部」を原則廃止し、「局、部、課」体

制を「局、課」体制とした。 

今回、組織図等の資料を追加させていただい

たが、今後も必要に応じて委員会でお示しして

いきたい。 
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(2) 令和元年度市民行政評価結果の予算への反映状況について 

No 委員の意見要旨  回答要旨  
1 

 

〔再生可能エネルギー等導入

支援費〕に関して 

そもそもＨＥＭＳを単独でつ

けたいと考える家庭が少ないた

め、普及が進まなかったとも考

えられるが、これをＨＥＭＳ、

太陽光パネル、蓄電池のセット

にすると、逆に、蓄電池の負担

が大きく魅力が減退するのでは

ないか。  
また、ゼロカーボンシティの

観点から言えば、重要となるの

は売電から自家消費に変えると

こ ろ に あ る 。 例 え ば 、 Ｈ Ｅ Ｍ

Ｓ、自家消費太陽光パネルのセ

ットで補助する場合、仮に蓄電

していても売電しているのでは

だめという観点から、使用でき

ない分は発電しないという自家

消費の設置の場合のみ、補助対

象 と す べ き で は な い か と 思 う

が、いかがか。  
電気自動車を蓄電池として使

用するパターンも今後、増える

可能性があるため、この場合に

も対象とするなど、「売電から

自家消費」への発想を促進する

制度とする必要があるのではな

いか。 

 

 

（環境局長） 

委員のおっしゃるように、ＨＥＭＳ単独の設

置は市民の需要が少なく、ＨＥＭＳ単独設置補

助については廃止とし、発電した電力の自家消

費を一層推進していくため、太陽光発電システ

ム、ＨＥＭＳ、蓄電システムの一体的導入に関

する補助を新たに創設した。 

ただ、従来の太陽光発電システムとＨＥＭＳ

をセットにした補助及び蓄電システム単体の補

助も継続して実施していくこととしている。こ

の補助制度は、発電した電力の自家消費を要件

としているが、市内全体での再生可能エネルギ

ー総量の拡大も必要なことから、余剰電力の売

電をする場合も補助対象としている。 

一方で、電気自動車を電源として活用するこ

とも電気自動車の普及と併せて推進していくべ

きものと考えており、避難所等で電気自動車を

電源として活用することを想定し、災害時の市

への協力を要件として、今年度、事業者に対す

る電気自動車の購入補助の制度を新たに創設し

た。 

市としては、まず市全体の再生可能エネルギ

ーの総量を増やしていくことが必要と考えてお

り、ＦＩＴ制度に基づく売電を否定することは

ないが、委員のおっしゃるように発電した電力

の自家消費も積極的に推進していくべきものと

考えている。 

2 

 

〔電力の再生可能エネルギー

の購入に対する支援〕に関し

て 

現在は設備補助となっている

が、今後、例えば、水力100％

等のＲＥ１００電力の購入に対

しての何らかの支援を行えない

か。このような発想を進めるこ

 

 

 

（環境局長） 

再生可能エネルギーの使用を広く推進してい

くことは、市民や事業者に再生可能エネルギー

の意義を理解していただき、かつ、市全体の再

生可能エネルギーの総量を増やしていくために
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No 委員の意見要旨  回答要旨  
とで、再生可能エネルギーが

100％でもやっていける、未来

に存続できる企業を増やしてい

くことができるのではないか。 

重要なことと考えている。 

地域全体の脱炭素化を推進していくためには

再生可能エネルギーを一層創り出していくこと

が大切であると考えており、再生可能エネルギ

ーの設備の導入に対する支援を行い、市民の再

生可能エネルギーの創出と理解の促進のための

インセンティブとしていきたい。 

なお、委員のおっしゃるように、電力の再生

可能エネルギー利用契約に関する施策について

も、市民、事業者問わず、今後、先進事例など

を研究していきたいと考えている。 

3 

 

〔再生可能エネルギー等導入

支援費〕に関して 

一般家庭で太陽光発電をしよ

うとすると、初期費用やメンテ

ナンス費用等がかなりかかり、

また、太陽光発電は北陸の気候

と合っていないと考える。加え

て、コロナ禍で太陽光発電設備

の設置に対して消極的となって

いる中、再生可能エネルギー等

導入支援費に関する市の考え方

を伺う。 

 

 

（環境局長） 

再生可能エネルギー導入支援費は、太陽光発

電システムのほか、蓄電システム、ハイブリッ

ド給湯器、断熱窓等、住宅の再生可能エネルギ

ー設備の導入や省エネルギー・畜エネルギーに

資する設備機器等の設置に対する補助事業であ

る。太陽光発電は普及が進み、値段も手ごろに

なってきており、北陸でも十分発電できるよう

な技術の革新もされているところである。 

 金沢市において、太陽光発電とＨＥＭＳのセ

ットの補助については、年間 100 件以上、多い

年で 400 件以上の助成を行っており、一般家庭

の発電・自家消費をメインにして、余剰電力を

売電している。これにより、市全体での再生可

能エネルギーの総量が増えていることから、ま

ずは設備の導入に対しての補助を行い、再生可

能エネルギーの総量を増やしていくとともに、

再生可能エネルギーの活用に対する支援につい

ても検討してまいりたい。  
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(3) 指定管理施設の管理運営状況の評価方法の見直しについて 

No 委員の意見要旨  回答要旨  
1 

 

〔指定管理者制度〕に関して 

今後の厳しい財政事情、少子

化 高 齢 化 時 代 に 向 か う に あ た

り、民で可能なことについて、

「民でやったゆえに実現できた

こ と 」 が あ る よ う に 思 い 、 ガ

ス・発電事業でも、この新たな

サービスが期待されている。 

この発想を指定管理者制度に

もあてはめると、今後、評価の

内容として、「指定管理者だか

らこそできたサービス」につい

て、指定管理者の思いを記載し

てもらい、それを加点とするこ

とで、これまで以上に充実した

市民サービスが創出できる可能

性があるのではないか。 

 

（デジタル行政戦略課長） 

仰せのとおり、民間活力の導入の観点で言え

ば、ガス・発電事業の譲渡では、新たなサービ

スの提案がなされているところであり、指定管

理者制度においても、本来の目的は、民間活力

の導入により、限られた財源を最大限生かし、

市民サービスを向上させることにあり、新しい

サービスに対して加点していくことは重要だと

考えている。 

ご指摘のことについては、これまでも、指定

管理者の選定や毎年度の管理運営状況のチェッ

クに際して、できる限り新たなサービスを評価

する仕組みを構築してきたところであるが、さ

らにそういった視点を指定管理者に求めていき

たい。 

そうした評価を継続し、ＰＤＣＡサイクルを

有効に回していくことで、指定管理者のモチベ

ーションを高め、更なる市民サービスの向上に

つなげていきたい。 
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(5) 金沢市におけるデジタル化の取組について 

No 委員の意見要旨  回答要旨  
1 

 

〔デジタル化に係る目標値〕に

関して 

先般、国ではデジタル改革関

連法が公布され、デジタル社会

の形成に関する基本理念・基本

方針が示されたことや、デジタ

ル庁の設置などにより、デジタ

ル化をさらに加速させていくこ

とが期待されているところであ

るが、金沢市においても、今後

ど の よ う な ス ピ ー ド 感 を 持 っ

て、デジタル化を進めていくこ

とになるのか。具体的な目標を

示し教えてほしい。 

 

 

（デジタル行政戦略課長） 

先般、国会でデジタル改革関連法が可決さ

れ、今年９月のデジタル庁の設置を機に、デジ

タル化の動きが一気に加速すると思われる。本

市独自の「デジタル戦略」を策定し、デジタル

化を２年間の短期間で進めることとしている。 

戦略の中で、具体的な数値目標等は設定して

おらず、個別の取り組みごとに、目標を持つこ

とは重要であると考えるが、まずはひとつずつ

取り組みを進めていきたい。 

ただし、例として、電子決裁率を 100%とする

ことや、原則全ての申請手続きを電子申請化す

ることなどの目標を立てるのは重要だと考えて

いるので、そういったゴールを見据え、取り組

んでいきたい。 

2 〔セキュリティ対策〕に関して 

デジタル化推進全般に関し

て、セキュリティ対策の現状を

教えてほしい。特にテレワーク

環境の整備について、パソコン

を外に持ち出すことについてど

のようなルールを設けているの

か。 

 

（デジタル行政戦略課長） 

行政内部の環境では、個人情報等の取り扱い

が重要であり、我々が通常事務に使うパソコン

は、インターネットに直接つながらない、

「LGWAN（総合行政ネットワーク）」といわれる

自治体のみの通信環境で作業を行っている。 

また、マイナンバーを扱う、住民基本台帳や

税・福祉に関連するシステムは、さらに厳重な

セキュリティ環境に置かれており、コンピュー

ターウィルスの感染や不正アクセスなどに、十

分な対策をとっている。 

さらに、オンライン会議やテレワークといっ

た、従来は想定していなかった新たなインフラ

の採用、通信回線の利用、運用形態・利用環境

が求められる反面、身代金要求型ウィルスとし

て有名な「ランサムウェア」といった、新たな

脅威もあることから、そうした変化に対応でき

るよう、国、県と連携を密にしながら常に対策

を講じているところである。 
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No 委員の意見要旨  回答要旨  
テレワーク環境については、専用のパソコン

を使用し、リモートで事務用のパソコンを操作

しており、セキュリティ環境は問題ないと考え

ているが、環境は常に変化しているため、引き

続き十分対応していきたい。 

3 〔デジタルに不慣れな市民への

対策〕に関して 

デジタル化を進めていくこと

は、世界的な流れや市民サービ

スの向上に直結することから大

変良い施策であると思うが、一

方で高齢化が進んでいる現状か

らはデジタルに不慣れな市民に

とってサービスの低下を招かな

いかが心配である。ワクチン予

約でも見られたように一定数存

在するデジタル難民が取り残さ

れないようなデジタル戦略都市

としてほしいが、その考え方を

聞かせていただきたい。 

 

 

（デジタル行政戦略課長） 

本市で策定した「デジタル戦略」では、「誰ひ

とり取り残さないデジタル戦略都市」をめざす

こととしている。デジタルを活用することで生

まれるマンパワーを、支援が必要な市民に対す

る新たなサービスの立案や窓口の相談対応等に

充てていくことも想定しており、窓口を廃止す

るようなことは考えていない。 

加えて、スマートフォンやタブレットを使っ

てみたい高齢者の方に対しては、電子申請の利

用方法等についての講座を開催するなど、デジ

タルに不慣れな方への対策も行っていきたいと

考えている。 

このような取り組みを今後さらに推進してい

きたいので、委員の皆様の団体においても、情

報発信等にご協力いただきたい。  

4 〔セキュリティ対策及びフリー

アドレス〕に関して 

セキュリティ対策はどうなっ

ているか。また、職員にとっ

て、フリーアドレスは会議のし

にくさ等の不都合はないのか。 

 

 

（デジタル行政戦略課長） 

情報セキュリティに関しては、情報管理を徹

底すればするほど、職員の通常事務や市民サー

ビスの面においての利便性が失われてしまうケ

ースもあり、難しいテーマであるが、そのバラ

ンスをうまくとっていかなければならないと考

えている。 

また、フリーアドレスについては、全て電子

化することによる利便性があり、はじめたばか

りの取り組みであるため、職員の意識教育を図

りながら、環境を整えていきたい。 

 


